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Ｒ＆Ｄ投資のインセンテイブとタイミング
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要　　旨

　本稿では，Ｂｅａｔｈ　Ｋａｔｓｕｏｕ１ａｃｏｓ　ａｎｄ　Ｕｌｐｈ（１９８９，９４）の分析で使用された，Ｒ＆Ｄ支出に関

する２種類のインセンティフ ，ｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ とｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔに関して，それらの大小関

係が各企業のＲ＆Ｄ投資のタイミングにどのような影響を与えるかについて，両方の企業がＲ

＆Ｄに成功する場合を考慮したモデルを構築して分析を行う 。結論は以下の通りである 。（１）両

社ともｐｒｏ丘ｔｍｃｅｎｔｌｖｅ がｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅｔｈｒｅａｔを上回れは，タイミングは同時となる 。（２）上記の大

小関係が各企業において異なる場合は ，ｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ がｃｏｍｐｅｔｌｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔを上回った企業が

先手となる逐次均衡が成止する 。（３）両社ともｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ がｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔを下回れは ，

タイミングは逐次となる 。

Ｋｅｙｗｏｒｄｓ　Ｒ＆Ｄ，ｅｎｄｏｇｅｎｏｕｓ　ｔｍｍｇ　ｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ，ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔ
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１　はじめに

　ライバル企業とのＲ＆Ｄ投資競争において，何が各企業のＲ＆Ｄ支出に関するインセンティ

フになりうるかという事についての分析は，１９８０年代初頭におけるＡｍｅ．１ｃａｎ Ｅｃｏｎｏｍｃ Ｒｅｖ１ｅｗ

誌上での論争がきっ かけとなったと言っても過言ではない。論争の主眼は，既存の独占企業と新

規参入企業のどちらがよりＲ＆Ｄ投資を行うか，という事にあ った 。

　Ｇ１１ｗｅｒｔ　ａｎｄ　Ｎｅｗｂｅｒｙ（１９８２）は，新技術の購入に関するオークションモテルを構築し，既存

の独占企業と新規参入企業のどちらが競り落とすかという事を分析した。彼らは，もし既存企業

が新技術を競り落とせは，独占的地位が保証され独占利潤を手中にできるが，新規企業が競り落

とせば，市場は複占になり ，双方が複占利潤を得るとし，複占利潤の合計は先の独占利潤には及

ばないと仮定した。この想定の下では，既存企業は新技術に対して最大限，独占利潤から複占利
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潤を引いた額まで支払う用意があるのに対して，新規企業は得られる複占利潤が支払える最大額

となる。従って，複占利潤の合計は先の独占利潤には及ばないという仮定より ，既存企業が新技

術を競り落とす。Ｇｉ１ｗｅｒｔａｎｄＮｅｗｂｅｒｙ（１９８２）は，この結果から，Ｒ＆Ｄ活動においても ，既

存の独占企業は，自らの独占的な地位を死守するべく ，新規参入企業よりもＲ＆Ｄ支出をより

多く支出すると主張した 。

　この結論に対して，Ｒｅｍｇａｍｍ（１９８３）は，Ｇ１１ｗｅｒｔ　ａｎｄ　Ｎｅｗｂｅｒｙ（１９８２）のモテルにおいて想

定されている新技術が，新規参入者が既存企業にとって代わり独占的な地位を得ることのできな

い漸進的なものであることを指摘し，加えて，既存企業が既成の技術を使用して獲得している独

占利潤を考慮していない点を批判した上で，次のようなモデルを構築した 。

　新技術の開発に成功した企業は，既存企業であれ新規参入者であれ，独占的地位が保証され ，

同じ水準の独占利潤を得る。つまりＲｅｍｇａｎｕｍ（！９８３）は新技術に関して，漸進的な技術ではな

く革新的な技術を想定している。注意すべきは，既存企業は，独占的に保有している既成の技術

を使用して生産を行い独占利潤を得ている点である。この利潤は，新技術開発成功の折に得られ

る利潤よりも小さいと仮定する。なお，新規企業は新技術開発に成功しなければ何も得られない

とする 。

　Ｒｅｍｇａｍｍ（１９８３）は，比較すべきは，既存企業が新技術開発に成功した時の利潤から既成の

技術から獲得している独占利潤を差し引いた利潤の増加分と新規参入者が技術開発によっ て手に

する独占利潤であると考え，既成の技術でもって正の独占利潤を得ている限り ，前者と後者とを

比較すると後者の値の方が大きい。従って，既存企業は現在の独占的地位から得られる利潤があ

るために，新規参入企業よりもＲ＆Ｄ活動を行うインセンティヴは低い。よって，既存企業は

新規参入者よりもＲ＆Ｄ支出は行わないと結論づけた 。

　Ｂｅａｔｈ，Ｋａｔｓｕｏｕ１ａｃｏｓ　ａｎｄ　Ｕ１ｐｈ（１９８９，９４）は上記の２つのモデルを包含する複占のＲ＆Ｄ競

争モデルを構築することから，両者の論争に決着をつけた。彼らは，Ｒ＆Ｄ競争を行う２つの

企業が同時に成功するという状況が生じないというモデルを，Ｌｅｅ　ａｎｄ　Ｗｉ１ｄｅ（１９８０）のモデル

を拡張して構築した 。

　その際，Ｇｉ１ｗｅｒｔ　ａｎｄ　Ｎｅｗｂｅｒｙ（１９８２）が導入した，Ｒ＆Ｄに成功した時の当該企業の利潤か

らライバル企業が成功した時に当該企業が得る利潤を差し引いたものを ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ　ｔｈｒｅａｔと名

づけ，Ｒｅｍｇａｍｍ（１９８３）が着目したＲ＆Ｄに成功した時の利潤から既成の技術で生産を行 っ

て獲得している利潤を差し引いたものをｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ と名づけた。Ｂｅａｔｈ　Ｋａｔｓｕｏｕ１ａｃｏｓ　ａｎｄ

Ｕ１ｐｈ（１９８９）は ，Ｐｒｏ丘ｔ　ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ をライバルが新技術の開発にほぼ失敗する時に，自分が成功す

れば現状に比して得られる利潤の増大分として ，ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔをライハルがほぼ成功する

時に，自分も失敗する場合に比して，成功した時に得られる利潤の増加分として定義した 。

　彼らが得た結論は次の通りである 。当該企業のｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ とｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔの水準が

どちらとも ，ライバル企業のそれらと比較すると ，少なくとも一方はライバルのそれよりも大き

く， もう一方は下回らないならば，当該企業のＲ＆Ｄ支出の方がライバル企業よりも大きくな

る。

　この結果から，Ｇ１１ｗｅｒｔ　ａｎｄ　Ｎｅｗｂｅｒｙ（１９８２）及びＲｅｍｇａｎｕｍ（１９８３）の導出した結論を概観

すると ，次のようになる。漸進的な技術を取り扱ったＧ１１ｗｅｒｔａｎｄＮｅｗｂｅｒｙ（１９８２）の場合 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６０）
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．ｏｍｐ．ｔｉｔｉｖ．ｔｈ。。。ｔのみを比較し，既存の独占企業の方がＲ＆Ｄ活動によりアグレッシヴである

と結論つけているが，この結論が成立するためにはｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ を比較して，既存企業の方

が新規参入者よりもその値が下回らないことが条件として必要となる 。一方，革新的な技術を取

り扱ったＲｅｍｇａｎｕｍ（１９８３）では ，ｐｒｏ丘ｔｍｃｅｎｔ１ｖｅ は新規企業が勝ることは分析済みなので ，

ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ　ｔｈ．ｅａｔ を比較してみると，ライバルが成功した場合，両企業とも新技術の開発に失

敗すれば何も得られないし，成功すれば同じ水準の独占利潤を手にするので，両企業とも ＣＯｍ －

ｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔの水準は同じである。従って，Ｒｅｍｇａｎｕｍ（１９８３）の結論は依然として成立する 。

　Ｂｅａｔｈ，Ｋａｔｓｕｏｕ１ａｃｏｓ　ａｎｄ　Ｕ１ｐｈ（１９８９，９４）の分析から，前述の論争には一応のピリオドが打た

れたが，彼らの導出した結論だけでは，現実のＲ＆Ｄ活動を語る上でいくつかの不十分な点が

見られる。それらは以下の通りである 。（１）ｐｒｏ丘ｔｉｎｃｅｎｔｉｖｅ は自社の方がライバルを上回るが ，

ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔではライハルが自社を上回るというような，「非対称」な状況が生じた場合 ，

とのような結果が生じるのか？　（２）Ｒ＆Ｄ投資行動に関して，同時手番を則提にしているが ，

現実のケースをみると ，逐次的な行動を取っている場合が散見される。この点が考慮されていな

い。（３）新技術の開発に成功する企業が１杜しかないと想定している部分も ，現実のケースからみ

ると ，複数の企業が技術開発に成功しているケースがあり ，その部分がモデルに反映されていな

い。

　本稿では，上記の３点を改善するべく ，Ｒ＆Ｄ行動のタイミングの内生的な決定を盛り込み ，

双方共が新技術開発に成功する多段階ゲームを考察する。タイミングの内生的な決定については ，

２人プレイヤーにおいて一般的な分析を行ったＨａｍ１１ｔｏｎ　ａｎｄ　Ｓ１ｕｔｓｋｙ（１９９０）の結果を援用する 。

そして，次のような結果を得ている 。（１）両社のｐｒｏ丘ｔｉｎｃｅｎｔｉｖｅ がｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ　ｔｈｒｅａｔ を上回れば ，

双方とも丘。。ｔ　ｍｏｖｅ．ａｄｖ．ｎｔ．ｇｅ を有しタイミンクは同時となる 。（２）上記の大小関係が各企業に

おいて異なるなら ，ｐｒｏ丘ｔ　ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ がｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ　ｔｈｒｅａｔを上回った方が先手となる逐次均衡が

成立する 。（３）両社のｐｒｏ丘ｔ　ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ がｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ　ｔｈｒｅａｔを下回れば，タイミングは逐次となり ，

両企業ともＲ＆Ｄ支出の節約行動をとろうとする 。

２　分　　　析

　今，漸進的な性格を有する新技術開発を行う２つの企業を考える。２企業とも次のような３段

階ゲームに直面している。第一ステージに，両企業は第ニステージにＲ＆Ｄ投資をするか，第

三ステージに行うかを決定する。Ｒ＆Ｄ投資はどちらかのステージに一回限り行うとする。第

ニステージでは，第一ステージにＲ＆Ｄ投資を行うと決定した企業がＲ＆Ｄ活動を行う 。第三

ステージにおいても同様である。なお，両企業ともどちらか一方のステージにＲ＆Ｄ投資を行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
えば，同時手番，２つのステージにまたがれば逐次手番とする 。

　Ｒ＆Ｄ活動に関する「技術」格差は各企業間に存在せず，新技術の開発に成功する確率クと

Ｒ＆Ｄ支出み（ゴ＝１，２）との間に次のような関係が存在しているとする 。

　　　　伽：ク（”‘）；力（Ｏ）＝Ｏ，カ（・・）：１；∞＞ク １（”ｊ）＞Ｏ，カ”（”ゴ）＜Ｏ（１：１，２）　　（１）

　加えて，技術開発の成功失敗の組み合わせに応じて，次のような利潤を企業ゴは得ることにな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６１）
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る。

肌． ：企業ノが新技術開発に失敗，企業クが成功した場合に得られる企業クの利潤 。

Ｃジ両企業とも新技術開発に失敗した時に，既成技術より得られる企業づの利潤 。

以： 両企業とも新技術開発に成功した場合に得られる企業クの利潤 。

エジ 企業ノが新技術開発に成功，企業づが失敗した場合に得られる企業’の利潤 。

これらの利潤の水準に関して，以下の大小関係を仮定しておく 。

　　　　　　　　　　　∞＞肌‘＞Ｃ ‘， 〃‘ ＞Ｚ）‘＞工‘≧Ｏ　　（ク＝１，２）　　　　　　　　　　　　　　　（２）

　各企業はリスクに関して中立的であるとする。従って，企業クの期待利潤は，（１）より以下のよ

うに表せる 。

　　　　　　”＝伽（１一勿）肌・十ク伽以十（１一伽）勿ム十（１一伽）（１一伽）Ｃ‘一乃　　　　　　　（３）

各企業の最適化問題は（３）を最大にするＲ＆Ｄ投資水準を決めることである
。

　ここで，（１）の逆関数

　　　 ”Ｆ”（カ１）；”（Ｏ）＝Ｏ，”（１）＝∞；∞＞〆（力‘）＞０，””（カ‘）＞Ｏ伽〉伽Ｅ［Ｏ，１１　　（４）

を考慮すれば，最適化問題は（３）より以下の式を最大にする伽を選択するという問題に変換でき

る。

　　　　　トカ１（１一力１）肌十肋以十（１一力’）力山十（１一カゴ）（１一カゴ）Ｃｒ”（ク‘）　　　（５）

　各企業の成功確率に関する反応関数は
，

　　　　　　　　　６”／助‘＝（１一伽）（肌．一 ｑ）十伽（刀ｒム）一〆（伽）　　　　　　　　　　　（６）

なので，６”／６伽＝Ｏとおくと

　　　　　　　　　　　　　　（１一〃）Ｘ‘十伽Ｋ＝”１（伽）　　　　　　　　　　　　　　　　　（７）

となる。ただし，ＸＦ肌一Ｃ‘でありＫ＝以一ムである 。

　（７）の右辺は企業 ｚの成功確率を限界的に引き上げるためにかかるコストを示している 。左辺は ，

ライハル企業の成功確率でのムとＫとの加重平均となっており ，企業 ｚの成功確率を限界的に

引き上げた時に得られる期待収益を表す。Ｘはライハル企業が１００％の確率で失敗することを前

提にした場合，自分が開発に成功すればどれだけ現状よりも利潤が増大するかを示している。Ｋ
は， ライハルの確実な成功を則提にした時，自分が成功することによって失敗の場合に比してど

れだけ利潤を増大させられるかを示している 。

　ムはＢｅａｔｈ　Ｋａｔｓｕｏｕ１ａｃｏｓ　ａｎｄ　Ｕ１ｐｈ（１９８９，９４）において言及されているｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ に相

当するものであり ，Ｋが ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ　ｔｈｒｅａｔに相当するものであるといえる。ただ，本モデルは

両企業とも新技術の開発に成功する場合を考慮に入れているので，ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ　ｔｈ．ｅａｔの定義が

肌一工，ではなく ，若干異なっている点に注意しておこう 。ここで，改めて両概念を定義し直し

ておく 。

　（定義）双方の企業とも ，新技術の開発に成功するケースを考慮すると ，Ｐｒｏ趾ｍｃｅｎｔ１ｖｅ とは ，

ライハル企業の新技術開発について１００％の失敗を則提にした時，自社の成功により現状に比し

て増加する利潤の大きさを意味し ，ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅｔｈｒｅａｔとは，ライハルの１００％の成功を削提にし

た時，自社の成功により ，自社が失敗する場合に比して増加する利潤の大きさを意味する 。

（１６２）
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さて，上記の２つの概念を使用すると ，反応曲線の形状について次の補題が成↓する 。

　（補題１）企業 ｚの反応曲線の形状は ，ｐｒｏ趾ｍｃｅｎｔ１ｖｅ がｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔを上（下）回る

時， 右下（上）がりとなる。加えて，任意の乃Ｅ［Ｏ，１］に対して，上限〃
ａｘ

と下限カ７
ｉｎ

が存在

しＯ＜ク７
ｉｎ

＜ク７ａｘ＜１となる 。

（証明）　まず，前半部を証明する 。（７）を全微分して整理すると

　　　　　　　　　　　　　　　払　　　　Ｋ－ｘ‘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８）
　　　　　　　　　　　　　　　助１終・”

”（力 １）

となる 。（４）を考慮すると ，（８）の右辺の分母は正なので，分子の符号条件が反応曲線の傾きの正負

を決定している 。

　次に後半部であるが，（７）より

　　　　　　　　〆（〃ａｘ）：ｍａＸ（Ｘ，， Ｋ）かつ〆（〃ｍ）一ｍｍ（Ｘ，， Ｋ）　　　　　　　　（９）

なので，（４）と（９）より ，区問［Ｏ，１１に上限〃
ａｘ

と下限がｎが存在する。　　　　　　　　　□

　次に等（期待）利潤曲線の形状について見ておこう 。等利潤曲線の傾きは，（５）の左辺の値を一

定とした上で，全微分して整理すると ，

　　　　　　　　　　　　　　ゆ‘　　　 　　６”／助プ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー一　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０
　　　　　　　　　　　　　　助川、一。。舳　　洲／６伽

となる。ただし ，

　　　　　　　　　　　６”／６伽＝（１一伽）（ムーＧ）十伽（以 一ル７‘）　　　　　　　　　　　　　　（１１）

である。ここで，等利潤曲線の形状に関して次の補題が成立する 。

（補題２）　もし工，≦Ｃ，ならば，等利潤曲線は山形になる 。

（証明）ム≦Ｃゴが成立すると ，（２）より（１心の左辺は負となる 。従って ，（１０より ，等利潤曲線の傾

きは，（１０の分母である企業ケの限界利潤のみに依存している。伽の増加につれて企業ゴの限界利

潤は正，ゼロ，負と変化する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□

従って，以下の分析において

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム≦Ｃゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ａ

を仮定する。この仮定は，自社が新技術の開発に失敗し，ライバル企業も開発に失敗した時に得
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
られる利潤は，ライバルが成功した時に得られる利潤を下回らないということを示している 。

更に，等利潤曲線の大小関係に関して次の結果が求まる 。

（補題３）右上方の等利潤曲線ほと期待利潤が低い 。

（証明）反応関数上で，（５）をカゴで微分すると ，（７）と補題２より

　　　　　　　　　　　　　洲　 一洲払十６Ｌ肌＜０
　　　　　　　　　　　　　６伽影 一・ ６伽幽　助１６伽

となる。従って ，カゴが増加すると企業づの利潤は減る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６３）
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　補題１から各企業の反応曲線の形状に関して，　般性を失うことなく ，次の３つのケースに集

約できる 。

［１１両企業の反応曲線とも右下がり 。

［２１企業ゴの反応曲線は右下がり牟が企業ノのそれは右上がり
。

［３１企業の反応曲線とも右上がり 。

　これら３つのケースについて，反応曲線と，補題２の結果を鑑みながら等利潤曲線とを描いた

ものが，図１から図３である。以下，Ｈａｍ１１ｔｏｎ　ａｎｄ　Ｓ１ｕｔｓｋｙ（１９９０）の導出した命題を援用しつ

つ， 図を使用して，各ケースでのタイミングの内生的決定を考察する 。尚，使用する均衡概念は

部分ゲーム完全均衡である 。

　各ケースを考察する前に，分析に用いるＨａｍ１１ｔｏｎ　ａｎｄ　Ｓｌｕｔｓｋｙ（１９９０）の導出した結果をまと

めておこう 。

（補題４）（Ｈａｍ１１ｔｏｎ　ａｎｄ　Ｓ１ｕｔｓｋｙ（１９９０）の定理Ｖ）２人ケームにおいて，同時手番均衡での

利得水準より高い利得をもたらす両者の戦略の組み合わせの集合を「パレート優越集合」と呼ぼ

う。（１）両者の反応曲線がパレート優越集合内を通過していないのならば，タイミングは同時にな

る。（２）どちらか一方の反応曲線のみパレート優越集合を通過しているのならば，タイミングは逐

次となり ，この集合を通過している反応曲線を有するプレイヤーが後手となる 。（３）両者の反応曲

線ともパレート優越集合を通過しているのならば，タイミングは逐次となる。しかも ，複数均衡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
となり ，どちらか一方が先手，もう一方が後手となる 。

　まず，ケース［１１から分析をおこなう 。両企業とも ，ｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ がｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔ

を上回っている。図１には，互いの反応曲線の交点において同時手番均衡が示されている 。今 ，

補題３の結果から，同時手番均衡よりも両社ともに利潤が高くなる（力 ，，

ク、）の集合（パレート優越

集合）を斜線で示すと ，この場合，どちらの反応曲線ともこの集合内を通過しない。従って，補

題４よりタイミングは同時となる 。

　次に，ケース［２１であるが，この場合，企業 ２では ，ｐｒｏ丘ｔｍｃｅｎｔ１ｖｅ がｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅｔｈｒｅａｔ

を上回っているが，企業１ではｐｒｏ趾ｍｃｅｎｔ１ｖｅ がｃｏｍｐｅｔｌｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔを下回 っている。図２にお

いてパレート優越集合が斜線で示されているが，企業プの反応曲線がその内部を通過している 。

従って，補題４より ，企業 ｚが先手，企業１が後手となる逐次均衡が成立する 。

　ケース［３１では ，両企業ともｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ がｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔを下回 っている。図３に

示したように，斜線で表したパレート優越集合を両社の反応曲線が通過しているので，補題４よ

りタイミングは逐次となる。しかし，どちらの企業が先手となるかは一意に決定しない 。

　以上の分析結果を命題の形にまとめておく 。

（１６４）
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　１　　一一一■’■■一■一■一一一一．■一■一　　’一．一．一「

　　　　　　　　企業ゴの反応曲線　　１　　　　
１

　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　１
　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　１
　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　１
　　　　企業ブの等利潤曲線　　　　　　 １　　　　 １

　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　１

巧ｍＸ一■一■一一一一’一一■ 　　　　 ｌ　　　 ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ　，１

　　　　　　　　　　　　　　　　 一企業ブの
ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　 １反応曲線 １

　　　　　　　　　　　　　〆　１　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　１
　　　　　　　　　　　　企業ゴの　　ｌ　　　　　 １
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　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　ｌ

Ｏ　　 ｐｍｉ・
　　　　　　　　　Ｐ
　　　　１ｐｍａｘ

（命題）（１）両企業ともｐｒｏ趾ｍｃｅｎｔ１ｖｅ がｃｏｍｐｅｔ１ｔｌｖｅ　ｔｈｒｅａｔを上（下）回 っている時は，タイミ

ングは同時（逐次）となる。ただし，逐次均衡は複数存在する 。（２）企業ク（企業プ）では ，ｐｒｏ丘ｔ

ｍｃｅｎｔｌｖｅ がｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈ．ｅａｔを上（下）回 っている時は，企業 ｚが先手，企業１が後手となる

逐次均衡が成止する 。

　命題の有する含意は次の通りである。双方ともが研究開発に成功するケースを考慮した本モテ

ルにおいて ，Ｐｒｏ丘ｔｍｃｅｎｔ１ｖｅ がｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅｔｈｒｅａｔを上回る状況というのは，（４）及び胸の条件を

勘案すると ，例えば，ある企業のみが開発に成功した時の利潤が莫大であるケースに相当する 。

Ｇａ１．Ｏｒ（１９８５）によれば，ケース［１１の場合，どちらの企業にも丘ｒｓｔ　ｍｏｖｅｒ　ａｄｖａｎｔａｇｅ が存在
　４）
する。従って，どちらの企業も ，自社のみが開発に成功した時に手中にできる莫大な利潤を巡っ

て， 新技術の開発にしのぎを削ることとなる。よっ て， 両企業とも第一ステージにＲ＆Ｄ投資

を行うのである 。

　逆に ，ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔがｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ を上回るというのは，当該企業が研究開発前に十

分大きな利潤を手にしており ，たとえ新技術開発に成功したとしても ，大して利潤の増大が見込

めない場合である。市場シェアの大きな既存企業が典型例である。逆に，市場シェアの小さな企

業及び新規参入企業は，既成の技術の下でも利潤はゼロか小さいし，まして開発に失敗すれば利

潤はゼロとなるかも知れない。このような企業ではｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ
がｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈ・ｅａｔ を上回

ると考えてよい。従って，ケース［２１は，既存のｄｏｍｍａｎｔ企業とｆ・ｍｇｅ 企業もしくは新規参

入企業とのＲ＆Ｄ競争と考えられる。この場合，ｆｒｍｇｅ 企業もしくは新規参入企業は，自社の

みが開発に成功した時の利潤獲得を目指して先手となるが，失敗しても大して痛手を受けない既

存のｄｏｍｍａｎｔ企業は，Ｒ＆Ｄ支出節約のため後手を選択するのである。これが，ＩＢＭがコン

ピュータの開発に関して，もしくは松下電器がＶＣＲなどの家電製品に関して２番手戦略をとる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６６）
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理由の一つであると考えられる 。

　ケース［３１の場合は，少数の企業での高度寡占の状況において成立する。両企業とも現状で

十分な利益を確保しているので，新技術を開発するインセンティブに乏しい。畢寛，Ｒ＆Ｄ支

出をできるだけ減らす方向を目指すであろう 。そのために，どちらかの企業が先手となり ，もう

一方が後手となることで，同時手番均衡でのＲ＆Ｄ支出よりも少ない出費で済むようになる 。

Ｒ＆Ｄ支出節約のために，敢えて逐次均衡を選択するのである 。

　この命題を，プロパテント政策と結びつけて考えると ，次のようになる。特許の保護範囲を拡

大すればするほど，双方ともが新技術開発に成功し，その技術に関して特許を出願すると ，双方

の特許が互いに抵触する可能性が高くなる。従って，特許訴訟等の費用がかさむことを考慮する

と， 両企業とも新技術開発に成功した場合の利潤以は，プロパテント政策を推し進めれば進め

るほど小さくなる。それゆえ，保護範囲の強化は ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ　ｔｈｒｅａｔの水準を小さくさせるので
，

ｐ・ｏ丘ｔ　ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ がｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ　ｔｈｒｅａｔを上回る傾向がみられる。命題に述べた結論から，各企業

はＲ＆Ｄ活動に活発に取り組むようになる。この意味で，プロパテント政策は，各企業のＲ＆

Ｄ投資にプラスの効果を与えるといえる 。

　なお，上記の結果をＢｅａｔｈ　Ｋａｔｓｕｏｕ１ａｃｏｓ　ａｎｄ　Ｕ１ｐｈ（１９８９，９４）の研究結果と比較すると ，次の

ようなことが言える。彼らはＲ＆Ｄ投資に関して同時手番を則提にした上で，企業 ｚのｐｒｏ丘ｔ

ｍｃｅｎｔｌｖｅ 及ぴ ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔのとちらも企業／のそれらを上回 っているならば，企業 ｚの方

がよりＲ＆Ｄ支出を行うと結論づけている。この結果は，タイミングの内生的決定を考慮する
と， 両企業ともｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ がｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔを凌駕している場合のみ支持される 。タイ

ミングが逐次となる場合，彼らの導出した結論が成立するかどうかは判然としない 。

３　結　　　語

　本稿では，Ｂｅａｔｈ，Ｋａｔｓｕｏｕ１ａｃｏｓ　ａｎｄ　Ｕ１ｐｈ（１９８９，９４）の分析で使用された，Ｒ＆Ｄ支出に関す

る２種類のインセンテイブであるｐ・ｏ丘ｔ　ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ とｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ　ｔｈ・ｅａｔとの大小関係が，各企業

のＲ＆Ｄ投資のタイミングにどのような影響を与えるかを，複占のケースでＲ＆Ｄ支出を一回

限り行うｏｎｅ －ｓｈｏｔのモデルでもって分析した。その際，現実の状況を反映させて，モデルにお

いて両方の企業がＲ＆Ｄに成功する場合を考慮した 。

　得られた結果は次の通りである 。（１）両社のｐｒｏ丘ｔ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ がｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　ｔｈｒｅａｔを上回れは
，

タイミンクは同時となる 。（２）上記の大小関係が各企業において異なる場合は ，ｐ．ｏ丘ｔ　ｍ．ｅｎｔ１ｖ。 が

ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ　ｔｈｒｅａｔを上回った方が先手となる逐次均衡が成立する 。（３）両社のｐｒｏ丘ｔ　ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ が

ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ　ｔｈｒｅａｔを下回れば，タイミングは逐次となる 。

　この結果から ，ｄｏｍｍａｎｔ企業とｆｍｇｅ 企業とのＲ＆Ｄ投資競争において ，ｆｒｍｇｅ 企業が先手

となることが判明し，所謂，大企業が２番手戦略をとりがちであることがモデルの上からも確認

できた。加えて，特許の保護範囲強化というプロパテント政策を取ることから，Ｒ＆Ｄ投資が

活発になることも確認できた 。

（１６７）
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　　 １）　ここでは，企業クがＲ＆Ｄ投資を第一ステージに行って成功しようが，第ニステージに行って成

　　　　功しようが，同一水準の利益をあげるという風に仮定している 。確かに，第一ステージに行って成功

　　　　した場合，第ニステージから財の販売を通じて利潤を稼げるはずで，厳密には区別する必要があるだ

　　　　ろう 。ただし，本稿では，２つのステージにおける時間的な経過は小さいと考えていること ，及び ，

　　　　新製品の場合ならば売り出し直後の需要は非常に小さいことから，考慮するべき利潤の差は無視でき

　　　　る水準であると考えられる 。

　　 ２）自分も相手も現有の技術で生産している時の方が，自分は現有の技術なのに相手が新技術を使用し

　　　　て生産している場合よりも獲得できる利潤が小さくはならないという状況は，一般的であると考えら

　　　　れる
。

　　３）Ｈａｍ１１ｔｏｎ　ａｎｄ　Ｓ１ｕｔｓｋｙ（１９９０）の３８ぺ一ジを参照 。

　　４）Ｇａ１－Ｏ。（１９８５）の命題２（６５１ぺ一ジ）を参照 。
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Ｂｅａｔｈ，Ｊ ，Ｋａｔｓｏｕ１ａｃｏｓ，ａｎｄ　Ｄ　Ｕ１ｐｈ（１９９４） ，“Ｓｔｒａｔｅｇ１ｃ　Ｒ＆Ｄ　ａｎｄ　Ｉｍｏｖａｔ１ｏｎ
，’’

ｍ　Ｃ〃〃〃１３舳３閉１〃 一

　　　ん鮒〃亙６０〃ｏ舳６具ｅｄ１ｔｅｄ　ｂｙ　Ｊ　Ｃａｂ１ｅ，Ｔｈｅ　Ｍａｃｍｌ１１ａｎ　Ｐｒｅｓｓ　Ｌｔｄ

Ｇａ１－Ｏｒ，Ｅ（１９８５） ，“Ｆ１ｒｓｔ　Ｍｏｖｅｒ　ａｎｄ　Ｓｅｃｏｎｄ　Ｍｏｖｅｒ　Ａｄｖａｎｔａｇｅｓ
，’’

１肋閉肋ｏ〃〃Ｅ６０〃ｏ刎２６ Ｒ舳舳２６ ，

　　　ｐｐ．６４９－５３

Ｇ１１ｗｅれ，Ｒ　Ｊ ，ａｎｄ　Ｄ　Ｍ　Ｇ　Ｎｅｗｂｅｒｙ（１９８２）
，‘‘Ｐｒｅｅｍｐｔｌｖｅ　Ｐａｔｅｎｔｍｇ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｐｅｒｓ１ｓｔｅｎｃｅ　ｏｆ　Ｍｏｎｏｐｏ１ｙ

，’’

　　　ノエ〃〃〃６”〃１…：６０〃ｏ〃ｚ６６ Ｒ６リ加ｚり７２，ＰＰ
．５１４ －２６

Ｇ１ｌｗｅ廿，Ｒ　Ｊ ，ａｎｄ　Ｄ　Ｍ　Ｇ　Ｎｅｗｂｅｒｙ（１９８４） ，“Ｕｎｃｅｒｔａｍ　Ｉｍｏｖａｔ１ｏｎ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｐｅｒｓ１ｓｔｅｎｃｅ　ｏｆ　Ｍｏｎｏｐｏ１ｙ

　　　Ｃｏｍｍｅｎｔ
’’

Ａ刎舳６舳厄６０〃ｏ伽６ Ｒ６閉６〃７４，ｐｐ２３８－４２

Ｈａｍ１ｌｔｏｎ，ＪＨ ａｎｄＳＭＳ１ｕｔｓｋｙ（１９９０）
，‘‘Ｅｎｄｇｅｎｏｕｓ Ｔｌｍ１ｎｇｍＤｕｏｐｏ１ｙＧａｍｅｓ

Ｓｔａｃｋｅ１ｂｅｒｇａｎｄ

　　　Ｃｏｕｒｎｏｔ　Ｅｑｕｉ１ｉｂｒｉａ
，’’

Ｇｏ刎６５”〃４１１；６０〃ｏ舳加Ｂ助ｏ加ｏｒ２，ｐｐ．２９
－４６

Ｌｅｅ，Ｔ　ａｎｄ　Ｌ　Ｗ１１ｄｅ（１９８０） ，“Ｍａｒｋｅｔ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　ａｎｄ　Ｉｍｏｖａｔ１ｏｎ　Ａ　Ｒｅｆｏｍｕ１ａｔ１ｏｎ
，’’

Ｑ鮒炊妙■ｏ舳〃

　　　げ１…；６０〃ｏ〃〃６５ ９４，ＰＰ
．４２６－ ３６

Ｒｅｍｇａｎｕｍ，Ｊ　Ｆ（１９８３）
，‘‘Ｕｎｃｅｒｔａｍ　Ｉｍｏｖａｔ１ｏｎ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｐｅｒｓ１ｓｔｅｎｃｅ　ｏｆ　Ｍｏｎｏｐｏ１ｙ

，’’

Ａ刎舳６伽Ｅ６０〃ｏ伽６

　　　 －Ｒ３〃加汕リ
７３
，ｐｐ
．７４１－４８

Ｒｅｍｇａｎｕｍ，Ｊ　Ｆ（１９８４） ，“Ｕｎｃｅれａｍ　Ｉｍｏｖａｔ１ｏｎ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｐｅｒｓ１ｓｔｅｎｃｅ　ｏｆ　Ｍｏｎｏｐｏ１ｙ　Ｒｅｐ１ｙ
，”

Ａ刎舳６伽

　　　１１…；６０〃ｏ〃〃６ Ｒ３〃加吻７４，ＰＰ．２４３ －４６

Ｓａ１ａｎｔＳＷ（１９８４） ，“ＵｎｃｅｒｔａｍＩｍｏｖａｔ１ｏｎａｎｄｔｈｅＰｅｒｓ１ｓｔｅｎｃｅｏｆＭｏｎｏｐｏｌｙＣｏｍｍｅｎｔ
’’

Ａ肋ｒ１伽

　　　１１…；６０〃ｏ〃〃６ Ｒ３〃加〃７４，ＰＰ．２４７－５０

（１６８）
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